
 
先天性代謝異常検査等検査事業主体変更に伴う学会の対応について 

 
平成 13年度から、先天性代謝異常検査等事業が国の補助事業から外され、地方自治体の単独事業となり
ます。スクリーニング事業は社会的にも、国民にとっても有意義な事業であることから、全国同レベル

での継続が必要であります。当学会では松田一郎理事長、北川照男先生らが中心となって、関連学会の

ご協力を得て、地方自治体への事業継続指導について、厚生労働省を訪問し別紙の形で要望を致しまし

た。また、今後単独事業として継続推進して戴く地方自治体の首長（県知事・政令指定都市市長）に対

しても別紙の形で要望書を送付致しました。 
 

 



 

 

 


